
 

豊田市新豊田駅東口駅前広場管理規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、豊田市新豊田駅東口駅前広場条例（令和５年条例第１５

号。以下「条例」という。）第４条第５項及び第７項、第７条第１項並びに

第１１条の規定に基づき、豊田市新豊田駅東口駅前広場（以下「駅前広場」

という。）の管理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （規則で定める日数） 

第２条 条例第４条第５項の規則で定める日数は、９日間とする。 

 （利用許可の手続） 

第３条 条例第４条第７項の規定による申請は、豊田市新豊田駅東口駅前広場

利用許可申請書（様式第１号）により行わなければならない。 

２ 条例第４条第７項の規定により申請をする者（以下「申請者」という。）

は、当該申請を利用日の７日前までに行わなければならない。ただし、市長

がやむを得ないと認めたときは、この限りでない。 

３ 市長は、条例第４条第７項の規定による申請があった場合において、これ

を許可するときは、申請者に豊田市新豊田駅東口駅前広場利用許可書（様式

第２号）を交付するものとする。 

 （利用許可の変更等） 

第４条 条例第４条第８項の規定による申請は、豊田市新豊田駅東口駅前広場

利用変更許可申請書（様式第３号）により行わなければならない。 

２ 市長は、条例第４条第８項の規定による申請があった場合において、これ

を許可するときは、当初申請をした許可利用者（条例第４条第８項の許可利

用者をいう。以下同じ。）に豊田市新豊田駅東口駅前広場利用変更許可書

（様式第４号）を交付するものとする。 

（使用料の納付） 

第５条 条例第７条第１項の規則で定める方法は、納入通知書又はクレジット

カード、携帯端末等を用いた電子決済の方法（市長が指定したものに限

る。）によらなければならない。 

 （許可の取消し） 

第６条 許可利用者は、利用許可の取消しを受けようとするときは、豊田市新

豊田駅東口駅前広場利用許可取消申出書（様式第５号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

 （使用料の還付の基準） 

第７条 条例第７条第３項ただし書の市長が定める基準は、次の各号に掲げる

とおりとし、当該各号に定める額を還付するものとする。 

（１）許可利用者の責めによらない事由により利用することができなくなった

場合 全部 

（２）利用開始５日前までに、利用許可の取消しを申し出た場合 全部 

（３）利用開始前日までに、利用許可の取消しを申し出た場合 半分 



 

 （使用料の減免） 

第８条 条例第７条第４項の規定による使用料の減免は、別表に定めるところ

によるものとする。 

２ 条例第７条第４項の規定により使用料の減免を受けようとする者は、豊田

市新豊田駅東口駅前広場利用許可申請書に必要な事項を記載して、市長に

申請しなければならない。 

３ 市長は、使用料の減免を承認したときは、豊田市新豊田駅東口駅前広場利

用許可書にその旨を記載して、当該許可書を交付するものとする。 

 （委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この規則は、令和５年８月１日から施行する。 

 

別表（第８条関係） 

  使用料の減免 

減免事由 利用区分 減免割合 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条

に規定する社会福祉法人又は社会福祉関係団体が

利用する場合 

営利 ５０％ 

非営利 １００％ 

社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０

条に規定する社会教育関係団体が利用する場合 

営利 ５０％ 

非営利 １００％ 

公共団体又は公共的団体が利用する場合 営利 ５０％ 

非営利 １００％ 

駅前広場の設置目的の達成に資する活動を行う団

体として市長の認定を受けた者が、当該活動を行

うために利用する場合 

営利 ５０％ 

非営利 １００％ 

その他市長が公益上特に必要があると認める場合 営利 ５０％ 

非営利 １００％ 

 備考 営利利用とは、参加費、会費等の徴収、商品の販売その他金銭の授受

を伴う利用のことをいい、非営利利用とは、それ以外のものをいう。 

 

  



 

様式第１号（第３条関係） 

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場利用許可申請書 

 

豊田市長 様 

 

住所 

氏名 

（団体にあっては、団体名及び代表者氏名） 

電話（    ）   －     

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場条例第４条第１項若しくは第６項の許可又は第

７条第５項の承認を受けたいので、裏面誓約事項を遵守することを誓約の上、

次のとおり申請します。 

記入上の注意 □のところは、該当するものにレ印を付してください。 

利 用 目 的 
□営利 □非営利 

利 用 人 数     人 

利 用 期 間 
  年  月  日（  ）   時から 

    年  月  日（  ）   時まで  日間 

区 域 

 □コンクリートエリア（    ） 

 □土エリア（    ） 

□築山エリア 

設 置 す る 工 作 物 等 数 量 設 置 す る 工 作 物 等 数 量 

    

    

広

場

備

品

利

用 

電気の利用 □する □しない 水道の利用 □する □しない 

木製ベンチ  基 折りたたみベンチ  基 

折りたたみテーブル  基 台車  台 

重り（テント用）  個 コードリール  本 

タープ  基    

継 続 設 置 す

る 工 作 物 等 
 

継 続 設 置 

す る 期 間 

    年  月  日（  ）   時から 

    年  月  日（  ）   時までの利用時間以外 



 

継 続 設 置 が 

必 要 な 理 由 

 □工作物等の撤去が困難 

 □その他（                     ） 

使 用 料 の 

減 免 事 由 

 

誓約事項 

１ 私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下単に「暴力団」とい

う。）、同条第６号に規定する暴力団員（以下単に「暴力団員」という。）

及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者（以下これらの者を「暴

力団関係者」といいます。）には該当しません。 

２ 駅前広場において暴力団関係者の利益になる活動は行いません。 

３ 駅前広場の事業上若しくは管理上支障がある利用又は駅前広場の設置目

的に反する利用はしません。 

４ 他の利用者及び近隣住民に不安を与え、又は迷惑となる行為及びこれら

のおそれがある行為等、市長が不適当と判断する行為は行いません。 

５ 市長から利用内容等の分かる資料等の提出を求められた場合は、これに

応じます。 

６ 本申請書の記入内容に虚偽の疑い等が生じた場合において、必要に応じ

て市長が利用内容等の調査を行うことを承諾します。 

７ 利用状況等の確認のため、利用中に、職員が利用許可を得た区域内に立

ち入ることについて承諾します。 

  

  私は、以上の事項を遵守することについて誓約し、利用上のルールに従

い駅前広場を利用します。 

  なお、誓約事項若しくは利用上のルールに違反した場合又は本申請書の

記入内容に虚偽の事実があった場合に、利用許可を取り消され、又は利用

の中止若しくは停止を命じられたときは、その決定に従います。 

 

  



 

様式第２号（第３条関係） 

豊    発第    号  

 年  月  日  

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場利用許可書 

 

       様 

 

                            豊田市長 印  

 

１ 豊田市新豊田駅東口駅前広場の利用について、豊田市新豊田駅東口駅前広

場条例第４条第１項の規定により、次のとおり許可します。 

利 用 目 的 
□営利 □非営利 

利 用 人 数     人 

利 用 期 間 
   年  月  日（  ）   時から 

     年  月  日（  ）   時まで  日間 

区 域 

 □コンクリートエリア（    ） 

 □土エリア（    ） 

□築山エリア 

設 置 す る 工 作 物 等 数 量 設 置 す る 工 作 物 等 数 量 

    

    

広

場

備

品

利

用 

電気の利用 □する □しない 水道の利用 □する □しない 

木製ベンチ  基 折りたたみベンチ  基 

折りたたみテーブル  基 台車  台 

重り（テント用）  個 コードリール  本 

タープ  基    

許可の条件 

 

使 用 料 ①        円 

納 付 額 ①        円 

 



 

２ 豊田市新豊田駅東口駅前広場における利用時間以外の時間における工作物

等の設置について、豊田市新豊田駅東口駅前広場条例第４条第６項の規定に

より、次のとおり許可します。 

継 続 設 置 を

許 可 す る 

工 作 物 等 

 

継 続 設 置 

を 許 可 す る

期 間 

    年  月  日（  ）   時から 

    年  月  日（  ）   時までの利用時間以外 

継 続 設 置 が 

必 要 な 理 由 

 □工作物等の撤去が困難 

 □その他（                     ） 

使 用 料 ②        円 

納 付 額 ②        円（使用料①＋使用料②） 

 

３ 豊田市新豊田駅東口駅前広場の使用料の減免について、豊田市新豊田駅東

口駅前広場条例第７条第４項の規定により、次のとおり決定します。 

減免決定内容  □承認 □不承認 

決 定 理 由  

減 免 額        円 

減 免 後 

納 付 額 
       円（納付額①又は納付額②－減免額） 

教示 

 １  １から３までの処分のいずれかに不服がある場合は、その処分があったことを知った日の翌

日から起算して３月以内に、豊田市長に対して審査請求をすることができます。 

なお、当該処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、当該処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。 

２ １から３までの処分のいずれかに不服がある場合は、１の審査請求のほか、その処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して６月以内に、豊田市を被告として当該処分の取消しの訴

えを提起することもできます。この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となります。 

なお、当該処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、当該処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６月以内に、豊田市を被告として当該処分の取消しの訴えを提起することができます。

この訴訟において豊田市を代表する者は、豊田市長となります。   



 

様式第３号（第４条関係） 

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場利用変更許可申請書 

 

 豊田市長 様 

 

住所 

氏名 

（団体にあっては、団体名及び代表者氏名） 

電話（    ）   －     

 

 豊田市新豊田駅東口駅前広場の利用許可について変更の許可を受けたいので、

豊田市新豊田駅東口駅前広場条例第４条第８項の規定により、次のとおり申請

します。 

利 用 許 可 年 月 日 

及 び 許 可 番 号 
    年  月  日付け豊  発第    号 

変 更 項 目 変 更 前 変 更 後 

□ 目   的 

□ 期   間 

□ 区   域 

  

変 更 の 理 由  

 

  



 

様式第４号（第４条関係） 

豊    発第    号  

 年  月  日  

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場利用変更許可書 

 

 様 

 

                            豊田市長 印  

 

利 用 許 可 年 月 日 

及 び 許 可 番 号 
    年  月  日付け豊  発第    号 

変 更 項 目 変 更 前 変 更 後 

□ 目   的 

□ 期   間 

□ 区   域 

  

使 用 料       円          円 

追 加 納 付 が 

必 要 な 使 用 料 
                    円 

許 可 の 条 件 

 

 

  



 

様式第５号（第６条関係） 

豊    発第   号  

 年  月  日  

 

豊田市新豊田駅東口駅前広場利用許可取消申出書 

 

豊田市長 様 

 

住所 

氏名 

（団体にあっては、団体名及び代表者氏名） 

電話（    ）   －     

 

利 用 許 可 年 月 日 

及 び 許 可 番 号 
    年  月  日付け豊   発第    号 

取 消 し を 申 し 出 る 

利 用 許 可 の 種 類 

□ 駅前広場利用許可（条例第４条第１項） 

□ 利用時間以外の時間における工作物等の継続設置

許可（条例第４条第６項） 

取 消 し を 

申 し 出 る 理 由 
 

 

 


